様式第１号
淡路夢舞台におけるホテル及び公共施設群の新たな展開方策等の検討に向けた基礎調査業務公募型プロポーザル参加表明書
令和　　　年　　　月　　　日
　兵庫県公営企業管理者　梶 本 修 子　様
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所（主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
淡路夢舞台におけるホテル及び公共施設群の新たな展開方策等の検討に向けた基礎調査業務公募型プロポーザル募集要項に基づき、下記の関係書類を添えて参加を表明します。
記
　　ア　参加表明書【様式第１号】
　　イ　応募者概要【様式第２号】
　　ウ　会社概要等応募者の概要を説明する書類（会社パンフレット等）
　　エ　応募者の業務実績【参考様式第１号】、業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）の写し
　　オ　管理担当者の略歴書【様式第３号】、業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）の写し
　　カ　主任担当者の略歴書【様式第４号】、業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）の写し
　
様式第２号
応　募　者　概　要
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	住所
(主たる営業所の所在地)
	〒


	代表者
	氏　　　　名
	

	担当者
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。今後の連絡先とさせていただきます。

	ホームページURL
	


【記載に当たっての注意事項】
 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張して制作してください。
参考様式第１号
　※　応募者のPPP/PFI導入支援業務の実績をＡ４用紙２枚以内にわかりやすくまとめてください（最大３件まで）。
　　（平成26年度から令和５年度までに受注したものに限ります。）
　※記載にあたっての注意点
　　　業務名、業務年度、発注者、受託金額、業務内容、業務実績に関する内容（応募者の業務実績を審査するにあたり、何に対する実績かがわかるよう）を記載してください。

様式第３号
管理担当者　略歴書
	氏　　名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日生

	現住所
	


業　務　経　歴
　※コンサルタント業務への従事経験が15年以上あることがわかるよう記載してください。
	期間
	業務内容・業務名
	役割

	(例)R2・4・1～R 3・3・25　
	○○施設民間活力導入検討業務
	管理技術者

	
	
	

	
	
	


　※枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張してください。

業　務　実　績
　※過去に従事した、PPP/PFI導入支援業務実績を各項目につき１件まで記載してください。ただし、平成26年度から令和５年度までに業務が完了したものに限ります。
	従事期間
	業務内容・業務名
	発注機関等
	役割

	(例)R2・4・1～R 3・3・25　
	○○施設民間活力導入検討業務
	○○県
	管理技術者

	宿泊施設における実績

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	

	国際会議場における実績

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	

	都市公園における実績

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	


　（備考）業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）の写しを提出して下さい。
上記のとおり相違ありません。

　令和　　　年　　　月　　　日

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　

電子メール
様式第４号
主任担当者　略歴書
	氏　　名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日生

	現住所
	


業　務　実　績
　※過去に従事した、PPP/PFI導入支援業務実績を各項目につき１件まで記載してください。ただし、平成26年度から令和５年度までに業務が完了したものに限ります。
	従事期間
	業務内容・業務名
	発注機関等
	役割

	(例)R2・4・1～R 3・3・25　
	○○施設民間活力導入検討業務
	○○県
	管理技術者

	宿泊施設における実績

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	

	国際会議場における実績

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	

	都市公園における実績

	・　・　～　 ・　・　
	
	
	


　（備考）業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）の写しを提出して下さい。
上記のとおり相違ありません。

　令和　　　年　　　月　　　日

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　

電子メール
様式第５号

　※　一つの問いで一つの回答となるよう、質問内容を簡潔にわかりやすくまとめてください（様式自由）。
　　　なお、文字のポイント数は12ポイント以上としてください。
様式第６号
淡路夢舞台におけるホテル及び公共施設群の新たな展開方策等の検討に向けた基礎調査業務公募型プロポーザル応募申請書
令和　　　年　　　月　　　日
　兵庫県公営企業管理者　梶 本 修 子　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所（主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称及び代表者の氏名）
 eq \o\ac(○,印)
電話

電子メール
淡路夢舞台におけるホテル及び公共施設群の新たな展開方策等の検討に向けた基礎調査業務公募型プロポーザル募集要項に基づき、下記の関係書類を添えて応募します。
また、同要項２に掲げる要件を全て満たしていることを誓約します。
記
ア　応募申請書【様式第６号】
イ　企画提案書【参考様式第２号】
ウ　工程表【様式第７号】
エ　経費積算見積書【様式第８号】
オ　誓約書【様式第９-１号】、【様式第９-２号】
カ　添付書類
(ｱ) 定款又は寄附行為
　　　　 商業登記簿謄本（原本又はコピー、発行後３ヶ月内のもの）
　　　　 前年度（直近決算期）及び前々年度の決算書類（損益計算書、貸借対照表）
(ｲ) 県が賦課徴収する全ての県税に滞納がないことを証する書類
　　　　（兵庫県内の県税事務所が発行する「納税証明書（３）」）
　　　　　※提出の日において発行後３ヶ月以内のもの 
　　　　　※本県での課税実績はない場合は誓約書【様式第10号】
　　 (ｳ) 入札参加資格審査結果通知書（兵庫県入札参加資格者名簿に登載されている場合のみ）の写し
参考様式第２号

　※　提案する業務内容及び特徴を、下記のそれぞれの事項ごとにＡ４用紙２枚以内又はＡ３用紙１枚以内にわかりやすくまとめてください。ただし、工程表にかかる審査は様式第７号（任意様式可）で行うこととし、枚数制限には含めません。
　　　また、他社と比べたときの優位性（アピール点）も記載してください。
　　　なお、図表を除く文字のポイント数は12ポイント以上としてください。
【提案する業務内容】
　　本業務特記仕様書の「第２章　３．業務の内容」の実施にあたり、次の３つの事項について具体的な提案を求める。
　　なお、提案に際し、淡路夢舞台の果たしてきた公的な役割や現代建築としての文化的価値を踏まえつつ、淡路夢舞台のホテル及び施設の一体性に留意すること。
　ア　令和６年９月と同年12月に関係者との調整を想定していることから、①９月には中間成果、②12月には成果物の大枠を示した資料が必要と考えている。このことを念頭に置き、①・②の時期にどのような内容の情報を提供できるのか、そのためにどのような方法や手順で進めていくかについて、具体的に提案すること。

　イ　活用方策及び持続的な経営を行うためのスキームの検討・整理にあたり、ホテルの活用方策等に関する市場調査をどのように進めていくか、過去の事業実績などを踏まえて具体的に提案すること。

　ウ　ホテル以外の施設に係る活用方策及び持続的な経営を行うためのスキームの検討・整理をどのように進めていくか、他の事例などを踏まえて具体的に提案すること。

様式第７号


・工程表については、別紙Excelファイル【様式第７号_工程表】を用いて記載してください。
・必要な項目（業務名、申請者、工期、工種、期間）が記載されていれば、任意様式での提出も可とします。
様式第８号
経費積算見積書
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	
	
	

	小 計　  (Ａ)
	
	

	消費税
(Ｂ)=(Ａ)×消費税率
	
	

	合　計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（１） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で制作した経費積算見積書でも差し支えありません。
（２） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（３） 内訳については、可能な限り、積算根拠（業務内容毎の従事技術者数など）を明示してください。
（４）　消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（５） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として制作してください。
様式第９-1号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
　兵庫県公営企業管理者　梶 本 修 子　様　
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
兵庫県暴力団排除条例（平成２２年条例第３５号（以下「条例」という。））を遵守し、暴力団を利することにならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約します。
記
１　 条例第２条第１項に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
２　 兵庫県暴力団排除条例施行規則（平成２３年公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
３　　契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、前二項に該当
する者をその受託者としないこと。
４　　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に業務委託料債権を譲渡しないこと。

５　　前４号のほか本委託契約に係る「暴力団排除に関する特約」の各条項に違反したときには、同特約の条項に基づく契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。
様式第９-2号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
　兵庫県公営企業管理者　梶 本 修 子　様
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　

電子メール
本契約に基づく業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保するため、下記の事項を誓約します。
記
１　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対し最低賃金額以上の賃金の支払を行うこと、及び労働関係法令を遵守すること。
２　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対する賃金の支払について次に該当するときは、速やかに県へ報告を行うこと。
ア　県から最低賃金額以上の賃金の支払を行うよう指導を受けその報告を求められたとき。
イ　労働基準監督署から最低賃金法の違反について行政指導を受けたとき。
ウ　労働基準監督署に上記イの是正の報告を行ったとき。
３　 本契約に基づく業務の一部を他の者に行わせようとする場合及び派遣労働者を関わらせようとする場合にあっては、最低賃金額以上の賃金の支払及び労働関係法令の遵守を誓約した者を受託者とし、その契約金額（同一の者と複数の契約を締結した場合には、その合計金額。）が200万円を超えるときは、この誓約書に準ずるものとして別に県が定める誓約書を提出させ、その写しを県に提出すること。
４　 受託者が労働関係法令を遵守していないと認めるときは、当該受託者に対し、指導その他の労働者の適正な労働条件を確保するために必要な措置を講ずること。
５　 本契約に基づく業務において､次のいずれかに該当するときに県が行う本契約の解除、違約金の請求その他県が行う一切の措置について異議を唱えないこと。
ア　県に対し、上記(2)の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。
イ　最低賃金法第４条第１項の規定に違反したとして、検察官に送致されたとき。
様式第10号
誓 　約 　書
　兵庫県公営企業管理者　梶 本 修 子　様
下記の事項について相違ないことを誓約します。
・兵庫県税について課税実績がないこと。
【理由】（該当するものにチェックを入れてください。）
　公益法人等であり収益事業を行っていないため（法人税法第150条の規定による収益事業開始届を所轄税務署に提出していない。）。
　兵庫県内に事務所又は事業所を有しないため。
・収益事業を開始したこと等により兵庫県税が課された場合には、納期内に確実に納付すること。
令和  　年  　月  　日
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　

電子メール
応募者の業務実績（Ａ４版）※任意様式





募集要項の内容に関する質問書





企画提案書（Ａ４版）※任意様式





工程表（Ａ４版）








